
平成30年度第２回幕別町創生総合戦略審議会 
 

日時：平成31年３月22日（金）午後６時30分～ 

場所：幕別町役場３階会議室Ａ・Ｂ 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 会長挨拶 

 

 

３ 議 案 

 

（１） 平成30年度幕別町の人口動態について 

 

（２）幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略平成31年度事業について 

 

（３）平成31年度地方創生推進交付金事業について 

 

（４）次期幕別町総合戦略策定について 

 

 

４ 閉 会 

 

 

【配付資料】 

 ・資料1-1  平成30年度幕別町の人口動態の概要 

 ・資料1-2 グラフで見る幕別町の人口動態 

 ・資料2  幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略 平成31年度事業 

 ・資料3-1  平成31年度地方創生推進交付金申請事業 

      （図書館を核とした活字と笑いで活気あるまちづくり事業） 

 ・資料3-2 平成31年度地方創生推進交付金申請事業 

      （アスリートと創るオリンピアンの町創生事業） 

 ・資料4    次期幕別町総合戦略策定について 

 ・資料5  幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 ・資料6  幕別町人口ビジョン 

 ・資料7   幕別町創生総合戦略審議会条例    

  ・資料8   幕別町創生総合戦略審議会委員名簿 
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資料１－１ 

平成30年度幕別町の人口動態の概要 

 

１ 直近10年間の年度末人口（住民基本台帳人口、事由別は4月～3月届出分）※H30年度はH31.2月末、事由別はH30.4月～H31.2月届出分 

年度 幕別地区 札内地区 忠類地区 幕別町 
うち 

外国人 
前年比 出生 死亡 自然増減 転入 転出 社会増減 

自然増減 

＋社会増減 

H21 6,609 19,019 1,710 27,338 54※ △26 185 261 △76 994 953 41 △35 

H22 6,492 19,280 1,689 27,461 54※ 123 193 253 △60 1,154 974 180 120 

H23 6,407 19,452 1,698 27,557 60※ 96 208 239 △31 1,123 992 131 100 

H24 6,301 19,672 1,674 27,647 55 90 177 285 △108 1,115 973 142 34 

H25 6,173 19,838 1,654 27,665 62 18 194 292 △98 1,181 1,072 109 11 

H26 6,086 19,901 1,609 27,596 57 △69 170 299 △129 1,054 998 56 △73 

H27 5,921 19,852 1,575 27,348 55 △248 176 296 △120 986 1,118 △132 △252 

H28 5,834 19,743 1,571 27,148 57 △200 165 300 △135 988 1,056 △68 △203 

H29 5,781 19,606 1,550 26,937 97 △211 154 288 △134 990 1,079 △89 △223 

H30 5,699 19,552 1,552 26,803 106 △134 151 274 △123 793 798 △5 △128 

※H24.7.9から外国人住民も住民基本台帳制度の対象とされたため、H23年度末までは幕別町人口の外数 

 

２ 幕別町人口ビジョンから推計した2019推計値との比較 

⑴地区別（推計値はH31.3月末現在、実人数はH31.2月末現在） 

地  区 推計値(人)Ａ 実人数(人)Ｂ 達成率(Ｂ/Ａ) 実人数(H30.3月：人)Ｃ 対前年(Ｂ-Ｃ：人) 

札内市街地 18,416 18,271 99.21％ 18,294 △23 

幕別市街地 3,891 3,876 99.61％ 3,895 △19 

 忠類市街地 1,068 1,091 102.15％ 1,094 △3 

幕別札内農村地域 3,016 3,104 102.92％ 3,198 △94 

忠類農村地域 450 461 102.44％ 456 5 

合  計 26,841 26,803 99.86％ 26,937 △134 

 ※推計値は幕別町人口ビジョンにおける将来人口の推計の2015→2020の値を５年均等割で推計したもの 

 

⑵年齢別（推計値はH31.3月末現在、実人数はH31.2月末現在） 

年  齢 推計値(人)Ａ 実人数(人)Ｂ 達成率(Ｂ/Ａ) 実人数(H30.3月：人)Ｃ 対前年(Ｂ-Ｃ：人) 

年少人口(0～14歳) 3,446 3,314 96.17％ 3,368 △54 

生産年齢人口(15～64歳) 15,443 14,958 96.86％ 15,134 △176 

老年者人口(65歳以上) 7,980 8,531 106.90％ 8,435 6 

合  計 26,869 26,803 99.75％ 26,937 △134 

 ※推計値は幕別町人口ビジョンにおける将来人口の推計の2015→2020の値を５年均等割で推計したもの 
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３ 高齢化率(住民基本台帳人口：H31.2月末現在) 

地  区 人口(人)Ａ 65歳以上(人)Ｂ 高齢化率(Ｂ/Ａ) 

札内市街地 18,271 4,982 27.27％ 

幕別市街地 3,876 1,657 42.75％ 

忠類市街地 1,091 416 38.13％ 

幕別札内農村地域 3,104 1,305 42.04％ 

忠類農村地域 461 171 37.09％ 

合  計 26,803 8,531 31.83％ 

 

４ 自然動態 

平成30年度の出生者数と死亡者数(H30.4月～H31.2月届出分 地区別は住民基本台帳の住所) 

事 由 幕別市街地 札内市街地 忠類市街地 幕別札内農村地域 忠類農村地域 合 計 

出 生 21 109 7 14 0 151 

死 亡 53 154 12 50 5 274 

出生－死亡 △32 △45 △5 △36 △5 △123 

                              ※H30年度（H30.4月～H31.2月届出分）期間別合計特殊出生率 1.29 

 

５ 社会動態 

   ⑴平成30年度における転入と転出の比較(住民基本台帳月報：H31.2月末現在)(参考：転入者数-転出者数 H29.3月:△68人、H30.3月:△89人) 

転入元 793人 
   

転出先 798人 転入－転出 

帯広市 263人 
   

帯広市 270人 △7人 

音更町 59人 
   

音更町 58人 1人 

芽室町 6人    芽室町 16人 △10人 

管内町村 129人 
→ 幕別町 → 

管内町村 121人 8人 

札幌市 94人 札幌市 110人 △16人 

管外市町村 113人 
   

管外市町村 92人 21人 

東京都 16人 
   

東京都 26人 △10人 

道外・国外 113人 
   

道外・国外 105人 8人 

   

⑵年齢別の転入者数と転出者数の比較(住民基本台帳月報：H31.2月末現在) 

年 齢 ～4 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～ 合計 

転入者 76 29 13 45 107 115 91 71 39 46 36 29 29 11 13 43 793 

転出者 37 35 11 72 157 100 80 56 48 50 35 26 10 17 13 51 798 

差 39 △6 2 △27 △50 15 11 15 △9 △4 1 3 19 △6 0 △8 △5 

 



グラフで見る幕別町の人口動態

資料1-2



① 幕別町の総人口の推移

出典）住民基本台帳

町内の総人口は平成26年をピークに減少傾向。幕別地域の総人口は昭和55年から平成27年までに
約5,600人増加している一方で、忠類地域は同期間内で約750人減少。
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② 幕別町の年齢３区分人口割合の推移

出典）国勢調査

昭和55年と平成27年を比較すると、老年人口の割合は9.13％から30.01％に上昇し、一方で年少
人口の割合は24.92％から13.25％に低下し、少子高齢化が進行。
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③ 幕別町の自然動態

出典）住民基本台帳

平成23年以降は自然動態のマイナス幅が拡大傾向にある。近年、死亡数の伸びは鈍化の傾向が見ら
れるが、出生数はなだらかな減少の傾向が見られる。
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④ 幕別町の社会動態

出典）住民基本台帳

平成26年までは、転入者数は転出者数を上回っていた。平成27年以降、転入者は1,000人を割り、
転出者数は1,000人を超え、年平均で約100人の転出超過となっている。
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⑤ 合計特殊出生率の推移

出典）人口動態統計特殊報告

幕別町の合計特殊出生率は、全国、北海道よりも高い。しかし、直近の平成29年度の合計特殊出生
率は1.25となっており、人口ビジョンで掲げる目標値1.55からは遠ざかっている。
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⑥ 幕別町の死亡率（人口千対）の推移

出典）人口動態統計特殊報告

幕別町の死亡率（人口千対）は、全国に比べると高く推移しているものの、北海道に比べると低く推移
している。
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⑦ 人口変化率（Ｈ22⇒Ｈ27）の十勝管内比較

出典）国勢調査

十勝管内各町村の人口が減少している中、幕別町の人口変化率はプラスとなっている。
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⑧ 将来推計による人口減少率（2015⇒2040）の十勝管内比較

出典）国立社会保障・人口問題研究所将来推計人口

国立社会保障・人口問題研究所が発表した将来推計人口では、2040年の幕別町の人口減少率は
音更町、芽室町に次いで低くなっている。
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⑨ 幕別町内外の人口移動状況

東京都と札幌市への人口は継続して流出している。平成28年度は帯広市からの転入者が同市への転
出者を上回っていたが、平成29年度には転出者が転入者を上回っている。

帯
広
市

Ｈ29 332人
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Ｈ29 355人
Ｈ28 327人

音更町

Ｈ29 49人
Ｈ28 72人

Ｈ29 60人
Ｈ28 59人

芽
室
町

Ｈ29 9人
Ｈ28 28人

Ｈ29 30人
Ｈ28 17人

札
幌
市

Ｈ29 84人
Ｈ28 59人
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道
内
そ
の
他

市
町
村

Ｈ29 353人
Ｈ28 316人
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東
京
都

Ｈ29 17人
Ｈ28 14人

Ｈ29 41人
Ｈ28 38人

道
外
そ
の
他

市
町
村

Ｈ29 146人
Ｈ28 135人

Ｈ29 151人
Ｈ28 143人

出典）住民基本台帳
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幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略 平成31年度事業

４つの基本目標

基本目標１ 産業の振興と雇用の場をつくる

基本目標２ 十勝・幕別への人の流れをつくる

基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

基本目標４ 安全・安心で快適な暮らしができるまちをつくる

資料２

※平成31年度は、４月に町長及び町議会選挙があるため、政策的な判断ができにくいことから、人件費など必要最低限の
経費を計上した予算となっています。

[注釈] 新規事業 拡充事業 事業化(実施)に向けて検討中の事業 平成30年度または以前に終了した事業新 検 終拡



基本目標１ 産業の振興と雇用の場をつくる

農業の生産性の向上と安定化

担い手が安心して農業に取り組むことができるよう、経営の安定化と所得の確保、農業生産の維
持強化に努めます。

○ 農業ＩＣＴ化推進事業【継続（H29～）】
ＧＰＳやアシストスーツ等のＩＣＴ技術の活用による農作業の効率化・省力化の推進
※ 平成30年度にＪＡ幕別町が町全域を網羅するＧＰＳ基地局を設置するに当たり、町が設置費用の一部を補助

○ 農業経営安定化支援事業（59千円）【継続（H29～）】
ＪＡ中核農業者応援資金による借換額の利息のうち0.1％を５年間補助

○ 家畜ふん尿バイオマス発電の検討
家畜ふん尿や農業残渣、木質チップなどのエネルギー化による循環型農業の検討

○ ふるさと土づくり支援事業（15,000千円）【継続（H8～）】
堆肥切返し機械利用補助、堆肥購入補助、緑肥種子購入補助
※ 平成31年度から地域内資源を循環するため、町内で生産された堆肥を購入する場合、10％上乗せして補
助金を交付（町内堆肥：30％、町外堆肥：20％）。
また、１経営体当たりの経営規模が拡大していることを踏まえ、事業メニューごとに補助金上限額を設定（肥
切返し：10万円、堆肥購入：８万円、緑肥種子購入：５万円）

○ ゆとりみらい総合資金貸付事業（50,000千円）【継続（H7～）】
農業の振興と農村地域の活性化を図り、農業者の創意工夫と農業経営安定を図る７区分
の資金を貸付（無利子又は低利）
※ 平成31年度から今後の農業施策において重点課題となる項目を中心に、過去の貸付実績を踏まえ、貸付内
容を13区分から７区分に見直しを行う。

○ 鳥獣被害防止緊急捕獲等対策事業補助金（5,430千円）【継続（H25～）】
エゾシカ（ジビエ搬入有無）、キツネ、カラス、アライグマ等の有害鳥獣捕獲に係る補助
※ 平成31年度からエゾシカのジビエの搬入有無で交付単価（有：9,000円、無：7,000円）を設定し、アライ
グマを補助対象に追加

６次産業化の取組の推進

地場産品を活用した加工製造販売によって、製造業、商業、観光業への取組に発展させ、高付
加価値を生み出す６次産業化や農商工連携の取組を支援します。

○ 特産品研究開発事業（1,500千円）【継続（H28～）】
特産品開発、販路開拓等の経費に対する補助

○ 地域資源ブランド化支援事業の検討（83千円）
☞ ６次産業化地産地消推進協議会の開催

「６次産業化推進のための市町村戦略」に基づく事業の目標達成状況などを検証

情報収集活動強化と進出企業等に対する支援

積極的に情報収集し、企業誘致の実現並びに既存企業の育成支援に努めます。

○ 企業開発促進事業（63,277千円）
☞ 企業開発補助金【継続（S61～）】

事業場の新増設に伴う固定資産税相当額を補助
☞ 本社機能移転促進補助金【継続（H28～）】

本社機能を町内から町外に移転する場合に、投資額補助に20％上乗せ
☞ 雇用促進補助金【継続（H20～）】

事業場の新設・増設に伴う町民の常時雇用に対して補助
☞ 工業用地取得促進補助金【継続（S61～）】

工業用地の取得費用に対して補助

○ 商店街活性化店舗開店等支援事業（1,930千円）【継続（H21～）】
商店街団体が営業等を目的として行う空き店舗の改修費用などを補助

○ クラウドファンディング（ＣＦ）の活用の検討
インターネットを通じた資金調達の活用を検討。

○ 十勝イノベーション・エコシステム構築事業【H28】
本町単独では起業ニーズも少なく、取組が困難なため、トカチ・コネクションと連携して情報を共

有する。

○ アスリートと創るオリンピアンの町創生事業（900千円）【継続（H30～）】
町民がスポーツ・運動に興味を持つ取組に加え、誰もがスポーツ・運動に取り組む機会を創出

農業・自営業の後継者及び新規就業者の確保・育成

後継者を確保・育成するための研修の開催や各種活動や交流を支援します。

○ まくべつ農村アカデミー（1,060千円）【継続（H14～）】
地域のリーダー、農業後継者、新規就農者等人材育成のための研修等の実施

○ 異業種交流会【継続】
異なる分野の人的交流を行うことにより人脈づくりと情報交換による次世代の担い手を育成

○ 援農協力会補助事業（560千円）【継続（H14～）】
農業者などの労働環境の取組を支援する援農協力会に対する補助

従業員の福祉の向上

非正規職員をはじめとした従業員の福祉の向上を図ります。

○ 中小企業退職金共済制度加入促進事業（4,028千円）【継続（H27～）】
共済加入から３年間、事業者に対する共済掛金の一部を補助

検

新

検

終
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基本目標２ 十勝・幕別への人の流れをつくる

地域資源の発掘と情報発信力の強化

地域資源を活かした観光の仕組みづくりを構築するとともに、魅力ある情報を発信します。

〇 パークゴルフ発祥の地ＰＲ事業【継続】
パークゴルフを通じて、世代間の交流と発祥の地のPRを実施

○ 地域おこし協力隊の活用（10,402千円）【継続（H30～）】
町外の人材を招致し、観光の振興に関する活動や地域の情報発信に関する活動等を通じて、

地域の活性化を図ることを目的に忠類地域に２名を配置

○ 各種イベントの開催【継続】
町内外からの来場による地域活性化及び町の魅力情報を発信するため、各種イベントを開

催

○ 広域観光推進事業【継続】
十勝圏域による観光事業の検討及び支援

○ 忠類地域魅力発信事業（2,000千円）【継続（H27～）】
交流人口の拡大及び地域経済の活性化を図るため、忠類地域の魅力を地域内外に発信す
る事業を実施

○ ナウマン公園遊具整備事業【H28～H29】
平成28年度に大型遊具、平成29年度に浸水滑り台を整備
※ 土日を中心に家族連れが多く来場し、トイレの利用頻度が増加していることを踏まえ、平成31年度からナウマン
公園内に仮設トイレを設置し、混雑緩和を図る。（419千円）

○ 十勝アウトドアブランディング事業【H28】
平成28年度に帯広市を中心となり、十勝の地域資源を活かし、アウトドアを中心とした観光

地域づくりを実施

○ プラス８プロジェクトｉｎ幕別【H28～H30】
平成31年度から観光物産協会として事業を継承

○ 依田公園焼肉ガーデンの改修【H29】
平成29年度に改修した建物内に設置されている情報発信コーナーを活用した地域の情報を

発信

○ 幕別町応援大使事業【継続（H29～）】
応援大使を活用した町の知名度及びイメージ向上のための取組を実施

都市農村交流等の交流人口の増加促進

修学旅行生を対象とした体験型の農家民泊の受入や町の特徴を活かした取組を通じて交流人
口の増加を図ります。

〇 農村ホームステイ事業【継続】
農家民泊での修学旅行生の受入

○ 体験型、滞在型観光事業【継続】
体験型・滞在型プランの構築

○ 小学生交流事業（3,550千円）
【継続（埼玉県上尾市：S50～、神奈川県開成町、高知県中土佐町：H27～）】
埼玉県上尾市、神奈川県開成町、高知県中土佐町に小学生を派遣

○ スポーツ合宿・大会誘致事業【継続（H30～）】
スポーツ合宿・大会誘致のマネジメントの構築

移住・定住対策の実施

北海道移住促進協議会などの関係機関と連携し、幕別町の情報発信を実施するとともに移住
相談等を通じて、移住・交流人口の増加と定住促進を図ります。

○ 移住促進事業【継続】
移住希望者に対する地域情報の発信

○ マイホーム応援事業（50,000千円）【継続（H27～）】
町内全域を対象に、新築住宅の建設又は中古住宅の購入に要する費用の一部を補助

○ 住宅新築リフォーム奨励事業（5,000千円）【継続（H22～）】
町内業者の施工により住宅を新築又はリフォームした方に対して商工会が発行する商品券を

交付（年度内につき１回を限度）

○ 忠類分譲地整備事業【H28～H29】
平成28年度から２年間で民間賃貸住宅（３区画24戸）を整備
※ 今後、新たな分譲等は予定していない。

○ 空き家バンクの開設【継続（H29～）】
町内不動産業者等と連携した空き地や空き家の情報提供を実施

○ クリエイティブ人材移住促進事業【H28】
平成28年度に帯広市が中心となり。首都圏等のクリエイティブ人材をターゲットにした移住の

促進

終
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基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

結婚支援

企業・団体間のネットワーク構築による出会い・交流の場を確保し未婚化や晩婚化の改善に努め
ます。

○ 結婚を希望する若者支援事業（2,318千円）【継続（H14～）】
幕別町農業振興公社において、グリーンパートナー対策事業（花嫁対策）を実施

子育て世代の負担軽減

子育て世代の経済的負担を減らすことにより、安心して子供を生み育てる環境を整えます。

○ 認可保育所における主食提供事業（2,940千円）【継続（H28～）】
３歳以上の保育所入所児童に温かいご飯を提供

○ 修学旅行費支援事業（7,945千円）【継続（H29～）】
町内中学校に在籍している中学校３年生の修学旅行に要する費用の一部を補助
※ 修学旅行に要する費用（70千円が上限額）に対し２分の１を補助
※ 特別支援教育奨励費補助対象者は、その補助金で受給した額を控除した２分の１を補助

○ 子ども医療費助成事業（113,000千円）【継続（S47～）】
平成27年10月から中学生までを対象とした子ども医療制度を町単独で実施し、所得制限を
撤廃

○ マイファーストブックサポート事業（192千円）【継続（H15～）】
絵本の読み聞かせ及びプレゼント

○ 認可外保育所保育料助成事業（1,793千円）
定員超過などにより町内の認可保育所を利用することができず、認可外保育所を利用する保

護者に対し、認可外保育所の保育料と認可保育所に入所した場合の保育料差額を助成

出産希望者に対する支援

妊娠・出産に安心して取り組めるような支援を図ります。

○ 一般不妊治療費用助成事業（500千円）【継続（H28～）】
人工授精に係る費用の半額を助成

※ １人当たり50千円/年を上限に助成

○ 特定不妊治療費用助成事業（2,400千円）【継続（H18～）】
北海道の特定不妊治療助成対象者に対して、上乗せして助成
※ １人当たり150千円/回を上限に助成
※ 男性は助成額75千円/回を上限に助成

○ 妊婦訪問事業【継続（H27～）】
妊娠28週から40週の妊婦全員に対して保健師が個別訪問を実施

○ 妊婦健診費用助成事業（2,210千円）【継続（H18～）】
妊婦健診に要する費用の一部を助成（20千円/人（上限額））

○ 不育治療費用助成事業（100千円）【継続（H29～）】
不育症（流産、死産、早期新生児死亡を繰り返すこと）の治療に要する費用の一部を助
成（100千円/回（上限額））

○ 産婦健診助成事業（880千円）【継続（H29～）】
出産後間もない時期の産婦の健康診査に係る費用の助成（4千円/回、２回を上限）

○ 産後ケア事業（747千円）【継続（H29～）】
退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポートを行うことを目的とした助産師による個
別訪問を実施

○ 産前・産後サポート事業（229千円）【継続(H30～）】
社会的支援を必要とする妊産婦を対象とし、相談支援を行い孤立感を軽減することを目的
に、助産師によるデイサービス（参加）型の支援を実施

３
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基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

４

子育て・仕事を両立できる環境づくりの支援

子どもの出生状況に応じ、施設の整備や職員の確保を図り、待機児童ゼロの維持を図るとともに、
企業などの子育てに対する積極的な取組を支援します。

○ 認定こども園の整備
「幕別町子ども・子育て支援事業計画」に基づき、幕別町立中央保育所と町立わかば幼稚
園を統合した認定こども園を設置し、幕別本町地域の子育て拠点とする。

○ 子育て取組企業支援事業
子育て支援制度に取り組む企業を応援することで、子育てと仕事の両立できる環境を整備。

○ 子育て相談支援体制の充実【継続（H27～）】
☞ 子育て支援相談員の配置

子育て期の悩み事を相談できるよう、子育て支援相談員を子育て支援センターに配置

☞ ファミリー・サポート・センター事業【継続（H28～）】
育児の援助を必要とする人と、育児の援助ができる人の仲介と調整

○ 父親の育児参加の環境整備事業【継続】
パパのための子育てセミナーを開催

○ 保育所の期間延長
現在、町直営の保育所は午後６時30分までの預かり時間だが、午後７時までに延長する。

○ 子育て応援サポートブックの作成【H29】
平成29年に、子育てに必要な情報だけでなく、子育てに楽しむための情報や父親の立場から
見た子育ての情報を掲載した子育て応援サポートブック「まくはぐ」を作成。

検

検

検

終

魅力ある教育環境の整備

地域の特色を活かした授業を展開することで生徒数を確保するとともに、小中学校のＩＣＴ機器
を整備し、教育環境の向上を図ります。

○ 魅力ある高校づくり推進事業（7,250千円）【継続（S62～）】
魅力ある高校づくりを支援するため、町内の高等学校に対して補助金を交付するとともに、中
札内高等養護学校幕別分校及び幕別高等学校の学校行事、部活動等の送迎を支援

○ 魅力ある高校づくり推進事業（5,500千円）
平成31年度から幕別清陵高等学校教育振興会に対しても補助金を交付

○ 学校ＩＣＴ機器整備事業（34,966千円）【継続（H28～）】
（小学校）パソコン、実物投影機、大型テレビ、無線ＬＡＮ環境整備
（中学校）パソコン、タブレット、大型テレビ、無線ＬＡＮ環境整備

○ 未来のオリンピック選手を育てる事業【継続（H28～）】
子供達に町内出身の現役オリンピック選手等と触れ合うことによりスポーツを推進

新



基本目標４ 安全・安心で快適な暮らしができるまちをつくる

地域公共交通の維持・確保

地域公共交通としての役割や機能を維持するため、関係機関に働きかけるとともに、コミュニティバ
スの利便性の向上や予約型乗合タクシーの運行により、住民の生活交通の維持確保を図ります。

〇 コミュニティバス運行事業（12,832千円）【継続（H25～）】
コミュニティバス幕別線・札内線に係る運行費を補助

○ 予約型乗合タクシー運行事業（4,815千円）【継続（H26～）】
予約型乗合タクシー駒畠線・古舞線に係る運行費を補助

防犯・防災体制の構築、防災活動拠点の整備

地域で暮らし続けるための安全・安心な環境づくりを進める。
地域の住民の防犯・防災意識を高めるとともに、住民を犯罪や災害から守る危機管理体制の充
実を図ります。

〇 防犯灯・街路灯ＬＥＤ導入事業（40,572千円）【継続（H28～）】
電気料金及び二酸化炭素排出量を削減するため、町内全域の防犯灯・街路灯をＬＥＤ化
(全4,233灯）

※ 平成31年度は1,449灯を整備（平成29年度：1,528灯、平成30年度：1,256灯）

○ 消費者保護推進事業【継続（H28～）】
消費者被害を防止するため、消費生活センターを設置し、消費生活に関する相談や街頭啓発
を実施
※ 平成31年度の新たな取組として、多発する振り込め詐欺被害を防止するため、町内に設置されているＡＴＭ端
末の周辺に啓発用のぼりを配置（20千円）

○ 防災訓練の実施（612千円）【継続（H27～）】
町と各公区の共同による防災訓練を実施
※ 平成31年度は農業者トレーニングセンター、札内スポーツセンター、札内北コミュニティセンターの３箇所で実施
予定

○ 災害用備蓄庫整備事業【H27～H30】
平成27年度から４年間で本町地区、札内地区、札内南地区の防災備蓄倉庫を整備

○ 防災のしおり（ハザードマップ）の見直し【H29】
平成29年度に防災のしおり及びハザードマップを更新

終

終

住まい・医療・介護・保健予防・生活支援の連携体制の構築

高齢者等が住み慣れた地域で安心して過ごせるよう、住まい、医療、介護、保健予防、生活支
援が一体的に提供できる体制を整備するとともに、認知症の予防に向けた取組を推進します。

〇 認知症高齢者予防事業【継続】
認知症の予防を図るため、認知症に対する総合対策を実施

○ 地域包括支援システムの構築【継続】
生活コーディネーターの配置、医療・介護等支援の連携体制の構築

○ 介護福祉士資格取得費補助事業(325千円）【継続（H27～）】
介護福祉士資格取得を目指す高校生に対する取得費補助

○ まくべつ健康ポイント事業（266千円）【継続（H29～）】
健康ポイントラリーとして検診受診や健康づくり講座等の参加者に対してポイントを付与し、達

成者全員にゴミ袋等を配布。また一定の達成者の中から抽選で幕別特産品セット等を配布。

障がい者の自立支援

障がいのある方に職場体験を通じて一般就労に繋げるとともに、企業の障がいに対する理解の促
進を図ります。

〇 障がい者の働く事業所支援事業【継続（H28～）】
障がい者が働く事業所に対して必要機器や運営に係る費用を補助

○ 障がい者職場体験事業（692千円）【継続（H27～）】
働くことへの意欲向上と一般就労に向けたスキルアップに繋げるため、障がい者の就労体験の機

会を提供

○ 障がい者チャレンジ雇用事業（3,855千円）【継続（H26～）】
障がい者の就労支援を積極的に推進するため、障がい者を町の臨時職員として雇用

○ 障がい者就労支援コーディネーターの配置（3,336千円）
障がい者の就労までのコーディネートをはじめ、障がい者職場体験事業、障がい者チャレンジ雇

用事業、農福連携の取組促進等のために１名配置

５
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基本目標４ 安全・安心で快適な暮らしができるまちをつくる

住民活動への参加の促進

住民をはじめ、公区や企業など多様な主体がまちづくりに積極的に参加できる環境づくりを進めま
す。

〇 協働のまちづくり支援事業（10,000千円）【継続（H16～）】
公区活動支援事業、公区コミュニティ支援事業、公区環境美化支援事業、公区助け合い活

動支援事業、公区防災支援事業等に対する支援

○ 大学と連携したまちの賑わいづくり事業【継続（H25～）】
まちの活性化を図るため、協定を締結している北海道科学大学（平成27年６月６日協定

締結）及び日本体育大学（平成31年１月29日協定締結）との連携事業を実施

○ 図書館を核とした地域づくり事業（5,620千円）【継続（H28～）】
図書館を核とし、図書館運営をサポートする人材の育成と障がい者の職場体験、健康寿命を

延伸するための取組を実施することで、地域が抱えている課題を解決するための地域住民の活動
の場を創出
※ 平成31年度からＡＲアプリ「マチアルキ」を導入し、地域情報や郷土の史跡などＡＲ（拡張現実）を通じて図
書資料等と紐付けする。

○ アスリートと創るオリンピアンの町創生ワークショップ（660千円）【継続（H30～）】
町民がよりスポーツに親しみが持てるよう、スポーツを核としたこれからのまちづくりを検討するために

町民ワークショップを開催

公共施設等の適切な維持管理

公共施設の更新や統廃合、長寿命化を推進するとともに、公共施設や道路、水道など社会基
盤の適切な維持管理等に努めます。

○ 公共施設等総合管理計画の策定【H28】
公共施設等の適切な維持管理を図るため、平成28年度に策定

○ 道路、水道など社会基盤の維持管理【継続】
町内の幹線道路・生活道路などの社会基盤を整備

６

拡

拡



 

 

平成 31年度地方創生推進交付金申請事業 

 

図書館を核とした活字と笑いで活気あるまちづくり事業 

１ 目的 

町内に３箇所ある図書館を核に、図書館運営をサポートする人材の育成と障がい者の職場体験、健康寿命

を延伸するための健康づくりを行うことで、地域が抱えている課題を解決するための地域住民の活動の場を

創出する 

 

２ 事業期間 

 平成29年度から平成31年度まで（３年間） 

 

３ 数値目標（ＫＰＩ） 

 ⑴幕別町の住みやすさに対する満足度 H28:62％⇒H31:70％ 

 ⑵まくべつブックサポーター数 H28:20人⇒H31:35人 

 ⑶職場体験による障がいのある方の一般就労移行者 H28:1人⇒H31:3人(H29～H31で2人増) 

 ⑷図書館サポーターによる収入事業活動 H28:0千円⇒H31:1,000千円 

 

 上段：目標、下段：実績（見込） 

 事業開始前 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 増加分(H28⇒H31) 

住みやすさに対する満

足度(％) 

62.0 63.0 66.0 70.0 4.0 

 76.7 75.5   

まくべつブックサポー

ター数(人) 

20 25 30 35 15 

 25 27   

一般就労移行者数(人) 1 1 2 3 2 

 1 1   

図書館サポーターの収

入事業活動(千円) 

0 180 720 1,000 1,000 

 90 90   

 

 

４ 交付金申請額(事業費の1/2) 

平成29年度  1,204千円 

平成30年度  3,422千円 

平成31年度  3,063千円 

合   計  7,689千円 

 

５ 検証・課題 

 ⑴ 障がいのある方の就労支援を推進するため、障がいのある方を町の臨時職員として雇用しているところ

（チャレンジ雇用事業）であるが、当該職員の著しい体調不良により出勤日数が激減したため、充分な勤

務実績が確保できなかったことから一般就労への移行とはならなかった。 

 ⑵ まくべつブックサポーター数について、30年度は活動を広く知ってもらうためにホームページやチラ

シ等を拡充し周知に努めたが、編集力養成講座を開催するなどしてサポーターの増加を募る必要がある。 

 ⑶ まくべつブックサポーターの収入確保に関して、中札内高等養護学校幕別分校や地元商店等の協力を得

たオリジナルグッズ（図書館バック）の販売について年度内を目途として進めてきたが、完成までに相当

時間を要したため、販売周知期間や効果的な販売イベントの開催等を検討した中で、翌年度に販売を延期

することになった。 

 

６ 平成 31年度事業内容 

⑴ 地域情報ＡＲ（拡張現実）プラットフォーム構築及び人材育成事業 

 ① 図書館サポーターの編集による地域情報、郷土の史跡など、ＡＲを活用した図書資料等とのリンクに

よる情報発信プラットフォームの構築 

 ② プラットフォーム構築作業に係る障がい者雇用創出 

 ③ 図書館に関わる人材の育成 

  ・ ＡＲの活用にも目を向けた図書館サポーター講座 

⑵ ストレス測定＋落語による予防医療モデルの展開事業 

 ① 落語会、講演会、相談会の開催 

 ② 東部４町図書館交流連携事業の開催 

 ③ ストレス測定器保守点検 

⑶ 有識者などによる図書館アドバイザー会議の開催 

資料３－１ 



平成 31年度地方創生推進交付金申請事業 

 

アスリートと創るオリンピアンの町創生事業 

１ 目的 

スポーツ合宿や大会誘致、オリンピック選手などトップアスリートとの交流を通じたスポーツ交流人口の

増加、総合型地域スポーツクラブを軸にスポーツ指導者の育成や引退後のアスリートの雇用環境の確保、基

盤産業の農畜産物を活用した食事・健康・スポーツを組み合わせたプログラムの提供を通じて、新しい人と

経済の流れをつくり、スポーツを介した雇用の場の創出・拡大によって活力ある町の維持を目指す。 

 

２ 事業期間 平成30年度から平成32年度まで（３年間） 

 

３ 数値目標（ＫＰＩ） 

 ⑴スポーツ合宿・大会等受入者数 H29:120人⇒H32:300人 

 ⑵スポーツ指導者の雇用者数 H29:3人⇒H32:7人 

 ⑶健康ポイントラリー全達成者数 H29:800人⇒H32:1,600人 

 ⑷地場農畜産物を活用したアスリート食のレシピ数 H29:0件⇒H32:5件 

 

(上段：目標、下段：実績（見込）) 

 事業開始前 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 増加分(H29⇒H32) 

スポーツ合宿・大会等受

入者数（人） 

120 170 270 420 300 

 299    

スポーツ指導者の雇用

者数（人） 

3 3 5 7 4 

 3    

健康ポイントラリー達

成者数（人） 

800 1,000 1,300 1,600 800 

 300    

地場農畜産物を活用し

たアスリート食のレシ

ピ数（個） 

0 0 2 3 5 

 0    

 

４ 交付金申請額(事業費の1/2) 

平成30年度   1,830千円 

平成31年度   2,265千円 

平成32年度   5,410千円 

合   計   9,505千円  

 

５ 検証・課題 

 ⑴ スポーツ交流人口の拡大に向けて、官民協働によるスポーツ合宿誘致実行委員会を立ち上げ、30年度

は慶應義塾体育会野球部によるスポーツ合宿モニター体験を実施した。合宿期間中、小中学生における野

球教室、講演会、オープン戦の開催など地域との交流を深めることができた一方、合宿に当たっての課題

（合宿期間中の洗濯・気軽に移動できる手段の確保・宿泊先の wifi環境）を浮き彫りにすることができ

た。 

 ⑵ 健康ポイントラリーは、昨年度まで各種健診を受診することで、ポイント全達成となるものであったが、

30年度は、より一層の健康増進を図るため、各種健診以外に健康講座、健康やスポーツに関するイベン

トを参加しなければ全達成することができないようにしたため、ポイント全達成者数が目標数より大きく

下回った。31年度に向けて、健康ポイントの付与事業の拡充や制度の周知を図る。 

 

６ 平成 31年度事業内容 

 ⑴ ライフステージに応じて健康で運動・スポーツを楽しむスポーツコミュニティの創出 

  ① 町民が運動・スポーツを楽しむきっかけづくり 

   ・ 健康イベントの参加をするための健康ポイントラリー事業 

  ② 子どもの運動・スポーツ機会の充実 

   ・ バルシューレ教室 

 ⑵ アスリートと創るオリンピアンの町創生ワークショップの開催 
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次期幕別町総合戦略策定について

資料４

■これまでのまち・ひと・しごと創生総合戦略の取組について

地方創生は、平成26・27年度の国及び地方版総合戦略策定を経て、平成28年度から本格的な事業展開の段階に入り、平成29年度には５か
年の総合戦略について中間年の総点検を行ったところ。

■これからの総合戦略の取組について
平成30年度は、昨年度のKPIの総点検の結果から、特に＜基本目標②＞「地方への新しい「ひと」の流れをつくる」の達成状況が悪化していることか
ら、「ひと」と「しごと」に焦点を当てた取組を重点的に推進しているところ。

計画期間：５年間

1



次期幕別町総合戦略策定について

■平成32年度以降の次期総合戦略に向けた国の方針

（第１期の総仕上げと次のステージに向けて）

2019 年度は、第１期「総合戦略」における最終年であり、地方創生の実現にとって、極めて重要な１年となる。
国は、改めて最終年を迎えることを自覚し、これまでの地方創生の取組の成果や課題を今一度正確に調査・分析し、第１期の総仕上げに取
り組む。あわせて、第１期の総仕上げを踏まえて、Society5.0の実現やSDGｓ達成に向けた取組をはじめとする現在と将来の社会的変化見
据え、地方創生の新たな展開としての飛躍に向け、次期の総合戦略策定の準備を開始する。
地方公共団体においても、地方創生の深化に向け、切れ目ない取組を進めることが求められる。各地方公共団体において、現行の「地方版
総合戦略」の進捗状況を検証するとともに、各地域の実情を踏まえ、現行の「地方版総合戦略」の総仕上げと次期「地方版総合戦略」におけ
る政策課題の洗い出し等を進めることが必要である。

【まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018改訂版）】

■平成32年度以降の次期総合戦略策定に向けた国の取組

第１期の検証

以下のテーマについて、検証を実施

○ 四つの基本目標（KPI)
○ 「地方創生版・三本の矢」等の支援策
○ 地方版総合戦略
○ まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」

第２期に向けた推進

以下のテーマを中心に、順次検討を開始

○ 未来技術（Society5.0等）
○ 人材育成等・関係人口
○ 稼げるしごとと働き方
○ 少子化対策・全世代活躍まちづくり など

まち・ひと・しごと創生担当大臣の下に、
推進・検証の両面からのとりまとめを行うための有識者会議を設置

第２期（2020年度～2024年度）の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定 2



次期幕別町総合戦略策定について

■次期幕別町まち・ひと・しごと総合戦略策定に向けた流れ（予定）

国

H30.6.15 まち・ひと・しごと創生基本方針2018
骨太の方針2018

H30.12.21 まち・ひと・しごと創生総合戦略
（2018改訂版）

H31.6～ まち・ひと・しごと創生基本方針2019
骨太の方針2019

H31.12～ 第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略

H32.3～

幕別町

次期総合戦略の策定に向けた評価・検証

次期総合戦略の骨子案作成

次期総合戦略の案作成
パブリックコメント実施

次期総合戦略策定

反
映

■策定に当たって主に留意すべき事項

まち・ひと・しごとの創生に向けた政策
５原則
自立性、将来性、地域性、
直接性、結果重視

データに基づく検証と仕組みの確立
アウトカム指標を原則としたKPIを検
証し、改善する仕組み（PDCA）

政策間連携の推進
関係課横断的、ワンストップ型の
施策のパッケージや支援施策メ
ニュー等の活用

SDGｓ(持続可能な開発目標）の
主流化
2030年を期限とする国際社会全体
の17の目標

産学官金労言士の連携推進
地域や分野の枠にとらわれない多様
な関係者との連携

地域間連携の推進
地域間の広域連携による経済・
生活圏の形成



次期幕別町総合戦略策定について

■次期幕別町まち・ひと・しごと総合戦略策定に当たっての基本的な考え方

前提条件の整理

○ 平成27年３月の住民基本台帳人口を基準とし推計

○ 他自治体との比較や過去の分析において、必要に応じて国勢調査人口を併用

○ いくつかの推計パターンから住民アンケート結果の希望子供人数から算出した20歳～39歳の町の合計特殊出

生率による推計（出生率：合計特殊出生率が1.55、社人研移動率に準拠）

幕別町人口ビジョン

人口ビジョンと実績値に乖離

人口ビジョンの検証・見直し

○ 直近の住民基本台帳人口と人口ビジョンの比較

○ 人口及び前提条件となる合計特殊出生率、人口移動などの項目について実績値と推計値の差分について分析、

課題整理を行い、今までのデータの妥当性を検証

幕別町人口ビジョンの見直し



次期幕別町総合戦略策定について

■次期幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定に当たっての基本的な考え方

前提条件の整理

○ 人口ビジョン＝目標人口の達成、まち・ひと・しごと創生総合戦略と好循環の確立に向けた政策目標

○ 基本目標とKPI（重要業績評価指標）という２種類の指標設定

○ PDCAサイクルの確立

幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略

現行の総合戦略の検証、政策課題の洗い出し

創生総合戦略の検証・見直し

○ 基本目標とKPIの整理

○ 進捗状況の調査と評価、検証

○ 総検証を踏まえた今後の方向性の検討

次期幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定
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Ⅰ 総合戦略の策定にあたって 

１ 基本的な考え方 

⑴ 策定の趣旨 

   本町の人口は、2015(平成 27)年３月 31日現在の住民基本台帳では 27,596人で、2015

年３月 31日現在の住民基本台帳の人口を基準として国立社会保障・人口問題研究所（以

下、「社人研」という。）の推計方法を基に推計した場合は、2040(平成 52)年には、22,097

人に、2060年(平成 72)年には、17,583人になるものと予測しています。 

   本町は、これまでの札内地区の宅地開発や近年の定住対策の推進によって、転入数が

転出数を上回る社会増により順調に人口増加を続けてきましたが、出生数の減少や高齢

者数の増加に伴う死亡数の増加により、今後は人口が減少することが見込まれます。 

また、本町は市街地が３地区（幕別地区・札内地区・忠類地区）に分かれており、そ

れぞれ３地区が特性を持った市街地を形成していますが、今後の人口を推計した結果、

札内市街地は急激な人口減は見込まれないものの、幕別地区や忠類地区は、将来、大幅

な人口減少が見込まれるなど、地域間における人口動向の偏りが見られます。 

   このような中、本町は、国のまち・ひと・しごと創生に係る長期ビジョン及び北海道

の人口ビジョンを勘案し、将来人口を推計するとともに、合計特殊出生率の目標値を加

味した町の 2060 年の目標人口を 19,457人とした「幕別町人口ビジョン」を策定しまし

た。 

本町が策定する総合戦略は、国の戦略を勘案するとともに、人口ビジョンで示した目

指すべき人口減少対策の方向や人口の将来展望を踏まえ、本町のまち・ひと・しごと創

生に関する基本的な方向と中期的な施策などについて取りまとめるものです。 

 

参考：国の｢まち・ひと・しごと創生総合戦略｣の基本的な考え方と基本方針、今後の施策の方向（抜粋） 

１ 基本的な考え方 
  「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立するとともに、その

好循環を支える「まち」に活力を取り戻す。 
⑴ 人口減少対策と地域経済縮小の克服 

 ⑵ まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 
  
２ 政策の企画・実行に当たっての基本方針 
 ⑴ 政策５原則 

従来の施策（縦割り、全国一律、バラマキ、表面的、短期的）の検証を踏まえ、政策５原則（自
立性、将来性、地域性、直接性、結果重視）に基づき施策展開。 

⑵ 国と地方の取組体制とＰＤＣＡの整備 
国と地方公共団体ともに、５か年の戦略を策定・実行する体制を整え、アウトカム指標を原則と

した重要業績評価指標（ＫＰＩ）で検証・改善する仕組みを確立。 
 

３ 今後の施策の方向 
基本目標① 地方における安定した雇用を創出する 
基本目標② 地方への新しいひとの流れをつくる 

 基本目標③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
基本目標④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、 地域と地域を連携する 
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⑵ 総合戦略の位置付け、計画期間等 

  ① 位置付け 

本町は、現在 2008(平成 20)年から 2017(平成 29)年の 10年間を計画期間とした、「第

５期幕別町総合計画」に基づきまちづくりを進めています。総合計画は、町が進むべき

方向性を示すもので、まちづくりの最上位計画に位置付けられ、全ての個別計画の立案

や事業内容の選択などは、本計画に基づいて決定されます。 

一方、幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法に基づ

き、本町の人口減少問題と地方創生を目的に、雇用や定住、子育てなどについての具体

的な施策を定めるものです。 

このため、本町においては、総合戦略に位置付けする事業の内容については、総合計

画の改定時に整合を図ります。 

  

    長期計画 

 幕別町総合計画(10 年間)                中期計画 

   基本構想           基本計画・実施計画                  各事業 

将来像           ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ      各事業の戦略          各事業 

目標人口 基本戦略Ａ    ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ      ・主な取組           各事業 

       基本戦略Ｂ    ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ      ・主な取組           各事業 

       基本戦略Ｃ               ・主な取組           各事業 

                           ・主な取組 

 

        まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定 

 

② 計画期間等 

総合戦略の対象期間は、平成 27年度から平成 31年度までの５年間とします。 

 

区分 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

第
５
期
幕
別
町

総
合
計
画 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

総
合
戦
略 

 

 

             

              

 

 

見直し 策定 

 第６期幕別町総合計画 

策定 

幕別町まち・ひと・しごと 

創生総合戦略(５か年計画) 

３カ年実施計画（毎年度ローリングを実施） 

予 

算 

化 
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２ 計画の推進にあたって 

⑴ 推進体制 

以下の組織を中心に幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略を推進します。 

① 幕別町創生総合戦略審議会（平成 27年４月設置） 

    住民代表や産業界、行政機関、大学、金融機関等で構成（計 20名） 

② 幕別町地域創生・人口減少対策推進本部（平成 27年１月設置） 

    庁内横断組織として、町長、副町長、教育長ほか関係部長職で構成（計 11名） 

③ 幕別町地域創生・人口減少対策推進本部幹事会（平成 27年１月設置） 

    庁内横断組織として、関係課の課長で構成(計 17名) 

 

⑵ 十勝管内市町村との広域連携 

    本町は、十勝管内全市町村による定住自立圏の推進や十勝ふるさと市町村圏東ブロ

ック（幕別町・池田町・豊頃町・浦幌町）での広域的な事業への取組など、広域行政

を進めています。定住自立圏では、医療・福祉、教育、産業振興、移住・交流の促進

等、人口減少対策に効果が期待できる取組を行っています。また、東ブロック４町で

は、各町が連携し、イベントの開催や人材育成の取組を行うことで、地域の活性化に

努めています。本戦略においても、豊かな自然、食や農業、観光などの「十勝」の魅

力を発信し、周辺市町村や国、北海道などの関係機関との情報共有や連携を深め、各

施策をより効率的・効果的に進めていきます。 

  

⑶ 進捗管理 

総合戦略の推進にあたっては、施策の進捗状況を客観的に把握するため、基本目標

ごとに数値目標を、また、施策ごとに重要業績評価指標(KPI)(※１）を設定するととも

に、PDCA サイクル(※２)による施策の管理を行います。本戦略で掲げた各施策の進捗

管理は、毎年度、施策の成果を取りまとめ、「幕別町創生総合戦略審議会」において

評価・検証を行うこととしますが、社会情勢の変化に柔軟に対応する観点から、必要

に応じて施策の見直しを行い、最終年度の平成 31 年度に基本目標が達成されるよう

計画の過程を管理します。なお、事業に用いる重要業績評価指標(KPI)は、施策の事

業量ではなく、その結果として住民にもたらされた効果や便益(アウトカム）（※３）に

関する数値目標とすることを基本とします。 

(※１) 重要業績評価指標(KPI)：Key Performance Indicator の略称。事業ごとの進捗状況を検証するために設定す

る指標。 

(※２) PDCA サイクル：Plan-Do-Check-Action の略称 Plan(計画)、Do(実施)、Check(評価)、Action(改善)の４つ

の視点をプロセスの中に取り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的な改善を推進するマネジ

メント手法。 

(※３) アウトカム：成果という意味。行政活動そのものの結果に係る数値目標（例：説明会の開催回数、パンフレ

ットの配布枚数）ではなく、その結果として住民にもたらされた便益に係る数値目標（例：雇用創出数 〇

〇人、転入者数 〇〇人増加）をいう。 
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Ⅱ 総合戦略の基本方針 

１ 人口減少対策と地域経済縮小の克服を考える上での本町の課題 

 ⑴ 定住につながる生活環境の維持、改善 

   町民アンケートによると、町民が各項目への満足度、総合満足度への影響度がともに

高いと評価したのは、「森や川などの自然環境」、「上下水道の整備状況」、「快適な住環

境」、「買い物の便利さ」、「宅地造成・住宅整備」、「町並みや景観の整備」、「道路舗装や

沿道の整備状況」、「情報通信網の整備」、「一次産業の魅力」などであり、これらは今後

も現状を維持する必要があります。 

    一方で、満足度が低く、総合満足度への影響度が高いものとしては、「働く場の確保

状況」、「商店街や町内の経済の魅力」、「除雪・排雪体制の整備」、「魅力ある観光地づく

りに向けた取組」、「公共料金」、「次世代を担う人材育成に関する取組」、「地域資源を活

用した製品開発・販売」、「移住や来訪による地域活力向上に向けた取組」、「郷土愛の向

上に向けた取組」、「町内地域の交流・連携に向けた取り組み」、「日常の交通手段」など

が挙げられます。 

 

図１ 日常生活における「各項目への満足度」と「総合満足度への影響度」の分布 
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⑵ 自然動態に対する本町の課題 

    本町の合計特殊出生率は、全国や北海道に比べて高い数値となっていますが、人口

置換水準である 2.07を下回る数値であります。また、出産年齢別内訳は 20～39歳が

96.2％を占めますが、平均初婚年齢は 30.2歳、第１子の母の年齢が 30.8 歳と結婚・

出産年齢が高齢化しています。また、25～39 歳の約４割の男性、約３割の女性が未

婚となっています。 

 

図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 合計特殊出生率の比較 
 

合計特殊出生率の推移と道内・全国の比較（5 カ年平均） 
   

  昭 58～昭 62 昭 63～平４ 平５～平９ 平 10～平 14 平 15～平 19 平 20～平 24 

幕別町 1.89 1.63 1.48 1.52 1.38 1.46 

帯広保健所管内 1.79 1.62 1.50 1.45 1.41 1.48 

北海道 1.62 1.45 1.33 1.24 1.19 1.25 

全 国 1.76 1.56 1.44 1.36 1.31 1.38 

 

  

合計特殊出生率（H20～24） 

合計特殊

出生率 

母の年齢階級別内訳 

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 

幕別町 1.46 1.50% 22.33% 32.05% 28.91% 12.95% 2.19% 0.07% 

全国 1.38 1.74% 13.02% 31.45% 34.42% 16.34% 2.96% 0.07% 

 

  

平均初婚年齢(H25) 未婚率と有配偶出生率(H22) 出生子ごとの母の年齢(H25) 

男性 

(歳) 

女性 

(歳） 

未婚率(25～39歳） 有配偶出生率 

(15～49歳）(H22) 

(対 1,000人） 

第１子 

(歳) 

第２子 

(歳) 

第３子 

(歳) 
男性(％) 女性(％) 

幕別町 30.2 歳 30.2歳 39.5% 30.8% 67.8 30.8 歳 31.9 歳 33.9 歳 

全国 30.9 歳 29.3歳 49.8% 37.7% 79.3 30.4 歳 32.3 歳 33.4 歳 

表１ 合計特殊出生率、未婚率と有配偶出生率、平均初婚年齢、出生子ごとの母の年齢 
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町民アンケートによると、子どもの人数が理想の人数に届かない場合の理由として考え

られることは、子育てに対する経済的負担や現在の仕事への影響が挙げられました。 

 また、今後町に期待する子育て支援策は、子育て費用の負担軽減、子育てしやすい職場環
境づくりへの支援、保育サービスの充実などが挙げられました。 

   

 

 

 

 

 

 

        

 

図３ 子どもの人数が理想の人数に届かない場合の理由 

 

図４ 町に期待する子育て支援策 

 

少子化に対する課題としては、次の３点が考えられます。 

①結婚率の低下 

②晩婚化による出生率の低下 

③夫婦の出産数の低下 

 

また、アンケートの結果から、子育てをしていく上で町に期待する支援策としては、以

下の３点が特に求められています。 

 

 

   

 

59.6%

8.5%

30.9%

4.3%

4.3%

25.5%

19.1%

18.1%

6.4%

10.6%

26.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1.子育てや教育にお金がかかりすぎるから

2.家が狭いから

3.自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから

4.子どもがのびのび育つ環境ではないから

5.自分や夫婦の生活を大切にしたいから

6.高年齢で生むのはいやだから

7.これ以上、育児の心理的、肉体的負担に耐えられないから

8.夫の家事・育児への協力が得られないから

9.夫が望まないから

10.末子が夫の定年退職までに成人してほしいから

11.その他

24.8%

73.7%

40.1%

8.8%

10.3%

10.9%

3.5%

8.8%

6.8%

40.4%

12.1%

5.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1.妊娠・出産・乳幼児健診などの母子保健対策の充実

2.児童手当・保育料・教育費など子育て費用の負担軽減

3.病児・病後児保育、一時・休日保育など多様な保育サービスの充実

4.子育てに関する相談や情報を提供する体制の充実

5.子育て中の親や子どもが気軽に集うことのできる場所・機会の提供

6.出産退院後、身の回りの世話をしてくれる家事や育児への支援サービスの整備

7.託児付き子育てイベントの開催（コンサートや観劇会・講演会など）

8.子どもへの虐待防止対策と体制の充実

9.父親への育児参加の啓発・支援

10.育児休業の取得や再就職支援など子育てしやすい職場環境づくりに向けた企業への啓発

11.子どもと安心して外出できる社会環境の整備（バリアフリーの促進など）

12.その他

①児童手当、保育料、教材費など子育て費用の負担軽減 

②病児・病後児保育、一時・休日保育など多様な保育サービスの充実 

③育児休業の取得や再就職など子育てしやすい職場環境づくりに向けた企業への啓発 
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7.0%
16.2%

13.0%
15.7%

10.8%
14.6%

19.5%
39.5%

8.6%
8.6%

12.4%
18.9%

40.0%
2.2%

8.1%
1.1%

14.1%
4.9%

7.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

イベントなどが多く、まちににぎわいがある

店舗やレクリエーション施設が充実している

医療・福祉が充実している

出産や子育ての環境が充実している

学校教育が充実している

文化施設や図書館などの生涯学習の環境が充実している

スポーツをする環境が充実している

自動車での移動がしやすい

バスや鉄道など公共交通での移動がしやすい

徒歩や自転車での移動がしやすい

上下水道や道路など都市基盤が整備されている

ゆとりのある住宅環境が充実している

豊かな自然が残っている

自然エネルギーの活用やリサイクルなど環境に配慮している

防犯面で安全である

防災対策がしっかりしている

地域コミュニティや町内会活動が活発である

税金が安い

その他

13.4%

27.8%
19.6%

9.3%
3.1%
5.2%

3.1%
6.2%

38.1%
14.4%

2.1%
3.1%

1.0%
0.0%

0.0%
1.0%

4.1%
0.0%

14.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

イベントなどが少なく、まちににぎわいがない

店舗やレクリエーション施設が充実していない

医療・福祉が充実していない

出産や子育ての環境が充実していない

学校教育が充実していない

文化施設や図書館などの生涯学習の環境が充実していない

スポーツをする環境が充実していない

自動車での移動がしにくい

バスや鉄道など公共交通での移動がしにくい

徒歩や自転車での移動がしにくい

上下水道や道路など都市基盤が整備されていない

ゆとりのある住宅環境が充実していない

豊かな自然が少ない

自然エネルギーの活用やリサイクルなど環境に配慮していない

治安の悪さ

防災対策が整備されていない

地域コミュニティや町内会活動が活発である

税金が安い

その他

⑶ 社会動態に対する本町の課題 

    過去３年間に幕別町に転入した方に対し「幕別町の魅力を感じた点」を調査（図５）

した結果、「豊かな自然環境が残っている」、「自動車での移動がしやすい」の回答が

多く挙げられました。  

一方、過去３年間に幕別町から転出した方に対する「幕別町の住みにくいと思われ

た点」の調査（図６）では、「バスや鉄道など公共交通での移動がしにくい」、「店舗

やレクリエーション施設が充実していない」の回答が多く、生活利便性や娯楽面に関

する不満を感じていたことが伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 幕別町の魅力を感じた点（転入者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 幕別町の住みにくいと思われた点（転出者） 
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転入者、転出者への調査の結果、社会動態に対する本町の課題としては、「魅力を感じ

た点」の割合より「住みにくいと思われた点」の割合が多い下記４項目についての対策

が必要と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

   

２ 基本目標の設定 

  国の総合戦略に示されている基本的な考え方や今後の施策の方向を勘案し、幕別町の総

合戦略における基本目標を次のように定めます。 

 

  ⑴ 産業の振興と雇用の場をつくる 

    農業や商工業の振興、企業の誘致への取組により、しごとをつくり、安心して働け

るようにします。 

 

  ⑵ 十勝・幕別への人の流れをつくる 

    移住・定住の促進や観光振興を図り、転入者の増加、転出者の減少と交流人口を増

やします。 

 

⑶ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

    安心して子どもを産み育てる環境づくりや切れ目のない支援により若い世代の希

望を実現させ、出生者数を増やします。 

 

⑷ 安全・安心で快適な暮らしができるまちをつくる 

    多様な世代が安心して暮らせる環境を整備し、住民のまちづくりへの参加や広域連

携など、人と人、地域と地域をつなぎ安心な暮らしを守ります。 

 

 

 

 

 

 

 

①バスや鉄道など公共交通での移動がしにくい 

②店舗やレクリエーション施設が充実していない 

③医療・福祉が充実していない 

④イベントが少なく、まちに賑わいがない 
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Ⅲ 今後の施策と主な取組 

 基本目標１ 産業の振興と雇用の場をつくる 

 

基本的方向 

 基幹産業である農業の生産性の向上と農業経営の安定化を図ります。 

 地域資源を活用した製品や技術の開発研究及び販売促進を図ります。 

 企業誘致の推進と創業支援の強化を図ります。 

 農業や商工業などの担い手の確保・育成を図ります。 

 非正規職員をはじめとした従業員の福祉の向上を図ります。 

 

数値目標 基準値(平成 26年度) 目標値(平成 31年) 

農業収入額 238億円 240億円 

製造品出荷額  157億円 159億円 

従業者数    9,244人         9,300人 

事業所数      1,100事業所       1,110事業所 

 

具体的な施策及び事業 重要業績評価指標(KPI) 

１ 農業の生産性の向上と経営の安定化 

 担い手が安心して農業に取り組むことができるよう、経営の安

定化と所得の確保、農業生産の維持強化に努めます。 

（実施事業） 

・農業ＩＣＴ化推進事業(新規) 

・農業経営安定化支援事業（新規） 

・家畜ふん尿バイオマス発電の検討 

・ふるさと土づくり事業(継続) 

・ゆとりみらい総合資金貸付事業(継続) 

・有害鳥獣駆除事業（継続） 

ICT技術導入戸数 

0戸(H26)→50 戸(H31) 

 

農地利用集積面積 

2,098ha(H26) 

→ 2,200ha(H31) 

農業生産法人数 

39法人(H26) 

→44法人(H31) 

２ ６次産業化の取組の推進 

 地場産品を活用した加工製造販売によって、製造業、商業、観

光業への取組に発展させ、高付加価値を生み出す６次産業化や農

商工連携の取組を支援します。 

（実施事業） 

・特産品研究開発事業（拡充） 

・地域資源ブランド化支援事業の検討 

新商品開発取組事業所数 

５年間(H27～H31)で５件 

 

３ 情報収集活動強化と進出企業等に対する支援 

 積極的に情報を収集し、企業誘致の実現並びに既存企業の育成

支援に努めます。 

（実施事業） 

新設企業における地元 

新規雇用者数 

５年間(H27～H31)で 

５件、15人 
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 ・企業開発促進事業（拡充） 

 ・商店街活性化店舗開店等支援事業（継続） 

・クラウドファンディング(CF)の活用の検討 

・十勝イノベーション・エコシステム構築事業(新規) 

・アスリートと創るオリンピアンの町創生事業（新規） 

創業事業所数 

５年間(H27～H31)で４件 

CF実用による事業化 

１件(H31) 

スポーツ指導者の雇用 

３人(H29)→５人(H31) 

４ 農業・自営業の後継者及び新規就業者の確保・育成 

後継者を確保・育成するための研修の開催や各種活動や交流を

支援します。 

（実施事業） 

・まくべつ農村アカデミー（継続） 

・異業種交流事業（継続） 

・援農協力会補助事業（拡充） 

 

新規就農者数(後継者含む) 

５年間(H27～H31)で 50人 

異業種交流会参加人数 

５年間(H27～H31)で500人 

援農協力会雇用者会員数   

89人(H26)→110人(H31) 

５ 従業員の福祉の向上 

 非正規職員をはじめとした従業員の福祉の向上を図ります。 

（実施事業） 

 ・中小企業退職金共済制度加入促進事業（新規） 

 

加入事業所数 

127事業所(H26) 

→140事業所(H31) 
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基本目標２ 十勝・幕別への人の流れをつくる 

 

基本的方向 

町の魅力に関する情報共有と情報発信の充実を図ります。 

交流人口の増加を図ります。 

子育て世代を中心とした定住の促進を図ります。 

 

数値目標 基準値(平成 26年度) 目標値(平成 31年) 

観光客入込者数         56万人          62万人 

定住人口  (H24～H26)平均 80人 ５年間で 500人          

 

具体的な施策及び事業 重要業績評価指標(KPI) 

１ 地域資源の発掘と情報発信力の強化 

地域資源を活かした観光の仕組みづくりを構築するとともに、

魅力ある情報を発信します。 

（実施事業） 

・パークゴルフ発祥の地ＰＲ事業（拡充） 

・地域おこし協力隊の活用（新規） 

・各種イベントの開催（継続） 

・広域観光推進事業（継続） 

 ・忠類地域魅力発信事業（新規） 

・ナウマン公園遊具整備事業（新規） 

・十勝アウトドアブランディング事業(新規) 

・プラス８プロジェクトｉｎ幕別（新規） 

・依田公園焼肉ガーデンの改修(新規) 

・幕別町応援大使事業（新規） 

ゆるキャラＰＧ大会 

   参加 15体(H31) 

地域おこし協力隊1名(H31) 

イベント来場者数 

53,500人(H26)   

  →59,000人(H31) 

忠類道の駅周辺利用者数 

35万人(H26) 

→39万人(H31) 

依田・日新地域の宿泊者数 

 76,700人(H27) 

    →80,000人(H31) 

２ 都市農村交流等の交流人口の増加促進 

 修学旅行生を対象とした体験型の農家民泊の受入や町の特徴を

活かした取組を通じて交流人口の増加を図ります。 

（実施事業） 

・農村ホームステイ事業（継続） 

 ・体験型、滞在型観光事業（継続） 

 ・小学生交流事業（継続） 

 ・スポーツ合宿・大会誘致事業（新規） 

参加農家戸数 

46戸(H26)→50戸(H31) 

 

観光プラン数 

５年間(H27～H31)で６件 

 

・スポーツ合宿・大会誘致

受入者数 

120人(H29)→270人(H31) 
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３ 移住・定住対策の実施 

 北海道移住促進協議会などの関係団体と連携し、幕別町の情報

発信を実施するとともに移住相談等を通じて、移住・交流人口の

増加と定住促進を図ります。 

（実施事業） 

・移住促進事業（継続） 

・マイホーム応援事業（継続） 

・住宅新築リフォーム奨励事業（拡充） 

・忠類分譲地整備事業(新規) 

・空き家バンクの開設（新規） 

・クリエイティブ人材移住促進事業(新規) 

住宅新築件数 

５年間(H27～H31)で300件 

 

移住件数 

５年間(H27～H31)で 30件 
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基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

基本的方向 

 出会い・結婚を支援する体制の構築を図ります。 

 妊娠・出産・子育てに係る負担を軽減します。 

 魅力ある教育環境の整備を図ります。 

 子育てと仕事を両立するための働きやすい環境づくりを進めます。 

 

数値目標 基準値(平成 26年度) 目標値(平成 31年) 

出生者数    170人 220人          

合計特殊出生率 (H20～H24)1.46 1.55 

 

具体的な施策及び事業 重要業績評価指標(KPI) 

１ 結婚支援 

 企業・団体間のネットワーク構築による出会い・交流の場を確

保し未婚化や晩婚化の改善に努めます。 

（実施事業） 

 ・結婚を希望する若者支援事業（拡充） 

 

カップリング数 

５年間(H27～H31)で 10組 

２ 出産希望者に対する支援 

 妊娠・出産に安心して取り組めるような支援を図ります。 

（実施事業） 

・一般不妊治療費用助成事業（新規） 

 ・特定不妊治療費用助成事業（継続） 

 ・妊婦訪問事業（新規） 

・妊婦健診費用助成事業（継続） 

・不育治療費助成事業（新規） 

・産婦健診助成事業（新規） 

・産後ケア事業（新規） 

・産前・産後サポート事業（新規） 

一般不妊治療人数 

30人(H31) 

特定不妊治療件数 

10人(H24～H27平均) 

→15人(H31) 

妊婦相談実施率 

100％(H31) 

３ 子育て世代の負担軽減 

 子育て世代の経済的負担を減らすことにより、安心して子ども

を産み育てる環境を整えます。 

 （実施事業） 

 ・認可保育所における主食提供事業（新規） 

・修学旅行費支援事業（新規） 

・こども医療費の助成事業（拡充） 

 ・マイファーストブックサポート事業（継続） 

合計特殊出生率 

1.46(H26)→1.55(H31) 

４ 魅力ある教育環境の整備 

地域の特色を活かした授業を展開することで生徒数を確保する

町内高校入学者数 

165人(H25～H27平均) 
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とともに、小中学校のＩＣＴ機器を整備し、教育環境の向上を図

ります。 

（実施事業） 

 ・魅力ある高校づくり推進事業（新規） 

 ・学校ＩＣＴ機器整備事業（新規） 

 ・未来のオリンピック選手を育てる事業（新規） 

→200人(H31) 

ICT環境整備校 

小中 14校(H31) 

５ 子育て・仕事を両立できる環境づくりの支援 

子どもの出生状況に応じ施設の整備や職員の確保を図り待機児

童ゼロの維持を図るとともに、企業などの子育てに対する積極的

な取組を支援します。 

（実施事業） 

・認定こども園の整備（新規） 

・子育て取組企業支援事業（新規） 

・子育て相談支援体制の充実（新規） 

・父親の育児参加の環境整備事業（新規） 

・保育所の期間延長（新規） 

・子育て応援サポートブックの作成（新規） 

 

待機児童者数 

 0人(H27～H31) 

子育支援取組事業所数 

3事業所(H31) 

父親の育児参加者数 

 100人(H27～H31) 
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基本目標４ 安全・安心で快適な暮らしができるまちをつくる 

 

基本的方向 

地域公共交通の維持・確保に努めます。 

防犯・防災体制の確立した強いまちづくりに努めます。 

高齢者や障がい者などが安心して暮らせる環境づくりに努めます。 

住民活動へ参加しやすい社会の実現を目指します。 

公共施設等の適切な維持管理に努めます。 

 

数値目標 基準値(平成 26年度) 目標値(平成 31年) 

住みやすさに対する満足度    62.0％         70.0％ 

 

具体的な施策及び事業 重要業績評価指標(KPI) 

１ 地域公共交通の維持・確保 

地域公共交通としての役割や機能を維持するため、関係機関に

働きかけるとともに、コミュニティバスの利便性の向上や予約型

乗合タクシーの運行により、住民の生活交通の維持確保を図りま

す。 

（実施事業） 

 ・コミュニティバス運行事業（継続） 

 ・予約型乗合タクシー運行事業（継続） 

コミバス利用者数 

(平均/日) 39.7人(H26) 

→ 50人(H31) 

２ 防犯・防災体制の構築、防災活動拠点の整備 

地域で暮らし続けるための安全・安心な環境づくりを進める。 

地域の住民の防犯・防災意識を高めるとともに、住民を犯罪や

災害から守る危機管理体制の充実を図ります。 

（実施事業） 

・防犯灯・街路灯ＬＥＤ導入事業（新規） 

・消費者保護推進事業（拡充） 

・防災訓練の実施（新規） 

・災害用備蓄庫整備事業（新規） 

・防災のしおり（ハザードマップ）の見直し（新規） 

 

自主防災組織の人口カバー

率 55％(H26)→80％(H31) 

３ 住まい・医療・介護・保健予防・生活支援の連携体制の構築 

 高齢者等が住み慣れた地域で安心して過ごせるよう、住まい、

医療、介護、保健予防、生活支援が一体的に提供できる体制を整

備するとともに、認知症の予防に向けた取組を推進します。 

（実施事業） 

・認知症高齢者予防事業（拡充） 

 ・地域包括支援システムの構築（新規）  

・介護福祉士資格取得費補助事業（新規） 

・まくべつ健康ポイント事業（新規） 

認知症サポーター数 

1,384人(H26) 

→2,200人(H31) 

 

生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

0名(H26)→2名(H31) 



16 

 

４ 障がい者の自立支援 

 障がいのある方に職場体験を通じて一般就労に繋げるととも

に、企業の障がいに対する理解の促進を図ります。 

 （実施事業） 

 ・障がい者の働く事業所支援事業(新規) 

・障がい者職場体験事業（継続） 

 ・障がい者チャレンジ雇用事業（継続） 

障がい者の働く事業所 

2事業所(H31) 

職場体験者数 

15人/年(H27～H31) 

就労移行者数 

3人/年(H31) 

５ 住民活動への参加の促進 

 住民をはじめ、公区や企業など多様な主体がまちづくりに積極

的に参加できる環境づくりを進めます。 

（実施事業） 

・協働のまちづくり支援事業（継続） 

・大学と連携したまちの賑わいづくり事業（新規） 

・図書館を核とした地域づくり事業（新規） 

・アスリートと創るオリンピアンの町創生ワークショップ（新

規） 

協働のまちづくり取組件数 

209件(H26)→220件(H31) 

幕別ブックサポーター数 

20人(H28)→35人(H31) 

 

６ 公共施設等の適切な維持管理 

 公共施設の更新や統廃合、長寿命化等を推進するとともに、公

共施設や道路、水道など社会基盤の適切な維持管理に努めます。 

（実施事業） 

・公共施設等総合管理計画の策定（新規） 

 ・道路、水道など社会基盤の維持管理（継続） 

公共施設等総合管理計画の

策定 
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策定過程 

 

平成 27年２月 19日     第１回幕別町地域創生・人口減少対策推進本部 

                

平成 27年２月 19日     第２回幕別町地域創生・人口減少対策推進本部 

 

平成 27年６月 30日     第１回幕別町創生総合戦略審議会 

               

平成 27年７月 17日～31日 住民アンケートの実施 

      

平成 27年８月３日         第１回幕別町地域創生・人口減少対策推進本部幹事会 

 

平成 27年９月７日         第３回幕別町地域創生・人口減少対策推進本部 

 

平成 27年９月９日      第２回幕別町創生総合戦略審議会 

 

平成 27年 10月 29日    第４回幕別町地域創生・人口減少対策推進本部 

 

平成 27年 11月 ４日     第３回幕別町創生総合戦略審議会 

 

平成 27年 11月 12日    第２回幕別町地域創生・人口減少対策推進本部幹事会 

 

平成 27年 11月 25日    第５回幕別町地域創生・人口減少対策推進本部 

 

平成 27年 11月 30日    第４回幕別町創生総合戦略審議会 

               

平成 27年 12月 21日    パブリックコメントの実施 

～平成 28年１月 20日 

 

平成 28年１月 27日    第５回幕別町創生総合戦略審議会 
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                                        資料７ 

 

○幕別町創生総合戦略審議会条例 

平成27年３月20日条例第９号 

（設置） 

第１条 まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）第10条第１項に規定する市町村まち・ひ

と・しごと創生総合戦略について、重要な事項を調査審議するため、町長の附属機関として、幕別

町創生総合戦略審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 審議会は、町長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

(１) 幕別町創生総合戦略（次号において「総合戦略」という。）の策定に関すること。 

(２) 総合戦略に基づく施策の実施状況及び効果の検証に関すること。 

２ 審議会は、前項各号に掲げる事項に関し、町長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。 

(１) 町の区域内の公共的団体及び関係機関の役員又は職員 

(２) 識見を有する者 

(３) 公募による者 

(４) その他町長が必要と認めた者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第５条 審議会に会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した委員がその職務を代

理する。 

（会議） 

第６条 審議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことはできない。 

４ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。 



区分 氏　名 団体名 役職 備考

1 森
モリ

　晃
アキラ

幕別町農業協同組合 農産部施設管理食品開発課長

2 中田
ナカタ

　雅史
マサシ

北洋銀行幕別支店 支店長

3 藤原
フジワラ

　治
オサム

幕別町商工会 会長 会長

4 加藤
カトウ

　茂樹
シゲキ

幕別町観光物産協会 副会長

5 岩谷
イワタニ

　史
フミ

人
ヒト

社会教育委員会 委員長

6 佐々木
ササキ

　成
ナル

仁
ヒト

幕別町社会福祉協議会 事務局長

7 大槻
オオツキ

　浩之
ヒロユキ

十勝の杜病院 医師

8 宮田
ミヤタ

　勝文
カツフミ 特定非営利活動法人

幕別ケアサポート
理事

9 高道
タカミチ

　昭夫
アキオ

幕別町体育連盟 副会長

10 山本
ヤマモト

　美穂
ミホ

札内南保育園 副園長

11 喜多
キタ

　敦
アツシ

幕別町校長会 会長

12 房川　一也
フサカワ　カズヤ

幕別地区連合会
会長

（白人小学校教諭）

13 仙北谷　康
センボクヤ　ヤスシ

帯広畜産大学 教授

14 鳥井
トリイ

　慎一
シンイチ

十勝総合振興局 地域創生部長

15 細
ホソ

谷
ヤ

地
ジ

　利
トシ

勝
カツ

16 加藤
カトウ

　リヱ

17 堀
ホリ

　浩子
ヒロコ

18 堀川
ホリカワ

　貴庸
タカノブ

19 大山
オオヤマ

　万里子
マリコ

20 森田
モリタ

　茂生
シゲキ

幕別町創生総合戦略審議会委員名簿

委嘱期間　H30.6.30～H33.6.29

町内の公共的団体及
び関係機関の役員又
は職員

識見を有する者

公募による者

（平成31年3月15日時点）

資料８


